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寄贈

tゴこ 1こンらえ>9ここ I震災文庫 8-I5 

『痰災セミナー』にご参加いただきま して、ありがとうございます。

このたびの阪神 ・淡路大震災におきましては、全国各地から温かいご支援をいただ

きまして本当にありがとうございました。 心から感謝し、お礼を申し上げます。

1月 l7 Hの阪神・淡路大裳災により、神戸の町は壊滅的な被害を受け、市民生活

は今なお大きな影響を受けております。

教育委員会関係の被害状況をみましても、市立学校園の児竜生徒 l7 8人が亡くな

り、教職員の死者は 1]人 という未曾有の大惨事となりました。施設関係におきまし

ても 34 5学校園の 8 5％をこえる 29 5校園が被害を受け、社会教ff施設や文化財

なども大きな損傷を受けました。

痰災直後から全国各地や世界の国 々か ら数多くの励ま しと温かいご支援をいただき、

おかげさまで神戸の町も少しずつ落ち着きを取り戻してきました，： 6月末にぱ『神戸

市復興計画』も策定され、神戸再建に向けて取り組んでいると ころでございますu

半校は、このたぴの震災により、あまりにも多くの代償を払うことになりましたが、

その中から多くの目屈な経験と教訓を得ることもできましたつ また、教職員の現場で

の取り組みには各界から大きな評価もいただきました。

地裳による被害の実態と敗り 糾みを記録に留めるとともに、 f引様にご報布するこ と

が 、令国からしヽただしヽた温かしヽご支援に対して、今神 戸ができることではなしヽかと考

え、このセミナーを開催させていただきました，

災’,rの体験を生かす教育につし、て、参加者の皆様にもご慈見をいただきながら 、 と

もに校索して参りたしヽと思ふヽますS

最後になりましたが、このセミナーの開催にあたりまして、多大なご協力とご指導

を賜りました文部省と兵Iii県教育委員会に、厚くお礼を中 し あげます·~

、＇f-成 7年 8.H 2 8 11 

神戸市教育民 小野雄示



凡例

I. 本文中 [')頂態調紀とあるのぱ、神戸市教育委員会が巾．｛f．
3 1 5校園（全‘ヽ ；．． ’:校園）に対して平成 7年 6月 19 i 1から

6月 2RHの間に行った『阪神 ・淡路）、震災 糾IJ-'i ti j.、、)f;を
校震災実態調ft』を指す？

2. 本文中の数値ぱ、神）・：i1li災‘湘対策本部、 ‘11教育委Li会が

公表したものや＇父態調如：：屈づいていな誤弟のあるもの
ば辿跡凋行を行し、、 惰Ii修 lEしてし、る．、



1 宅皮害ク＞慨彦

(1) 神戸市の被害状況

①神戸のまち

地形の特性

｛：地利用の形態

交通

l．栢業

禍i 光

面 積 ： 54 7 km2 （市域：東西約 36 km、 南北約 30km) 

人 口 ： I5 2万人（平成 7年 1月）

・市域は六甲llI系により、南北に 2分されている，

・瀬戸内海に面する南側は、東西約 30km、南北約 3kmにわたり既成市

街地域が帯状に広がっている。

• 六甲山系の北側は、丘陵地が波状に広がる北神地域と明石川水系の

河川によりつくられた低い台地が広がる西神地域で構成されている。

• I1j域の約 36％が市街化区域、約64 ％が市街化調整区域

．既成市街地は、臨海部に港湾．」こ業地帯、山麓部に仕届地帯、その

中間部に住 ・商業の混在地帯という ご層栴造を形成している，

既成市街地域の人日は、市域の約 73％を占める。

•西神・北神地域は、都市利近郊農業地域として古くから発展、 一方で

ばニュータウンやインダストリアルパークなどの整伽が進んでいる。

．既成市街地には、 JR、私鉄、 r1i党地ド鉄などの鉄道が束西に走り、

道路は阪神高速道路、囚道 2り線、国道43号線などが集中し、東

内．を結ぶ人動脈となっている。

・港湾関連産業の占める割合が高い。

・ }屈幹産業：食料品、 般機械、ゴム製品、鉄銅業など

・地場産業：ケミカルシューズ、アパレル、油洒、真珠など

・コンベンション都市づくり、ファッション！粗業や情報1屯業の振典など

多種機能利のI栢業構造が形成されている。

・多彩で魅））的な観光資源と観光 ・レク リエーション施設

六甲 111 、須庶悔倅、 fi馬温泉、異I '141•ti緒あふれる町、V1み

巽人館、酒蔵やポートアイランド、ぺItlアイ ラン ドなど

神Jりliヽ9/：学校凶数（平成6q度）
- - --- -— ----

| l 
1小学校 l 7.1校 中学校 8 2校（分校 2校）．

1,1.：澤学校 1 2校 幼稚園 7 1 I刺 I 
I百・社護‘î'：校 6校 砂^、i；・:1吐 I学校 l.t交 ！ 

i 合i1• 3,1 5校園（分校 2校） I 

-l -
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②神戸市の被害

状況

平成 7年 1月 17日、午前 5時 46分、マグニチュード 7.2の強烈

な都市直下型地震が阪神・淡路地域を襲った。神戸の須磨から西宮市に

かけて約 20km、幅約 lkmの帯状の地域で震度7（激震）を記録した。

この震災により、市内では 4, 3 l 9人の尊い命が失われ、 8万 6千

棟の家屋が一瞬のうちに全半壊し、 7千 4百棟の家屋が全半焼するなど

末曾有の被害をもたらした。特に、東灘区～須磨区の既成市街地にお

いて被害が甚大であった。

なお、市の人口は震災以後減少しており、 7月 1日現在では約4万人

減の 1,478,664人となっている。

兵庫県南部地猿の概要

発生日時 平成 7年 1月］ 7I:! （火）午前 5時 46分

康源地 淡路島北部（北緯34. 6度、束経 13 5度）

震源の深さ 約 14畑

規校 マグニチュード 7.2 

震度 最大震度 7

特徴 大都市直下型地裳

横揺れと縦揺れが同時に発生

延 べ2t 1 3 5回（ ］月 17日～ 7月 l0日）余災回数

死者 4, 3 l 9人 地震による市内の死者は、 4,3 1 9人を数え、東灘区、灘区、兵即

区、長田区に集中した。死亡原因は、家屋の倒壊等による圧迫、窒息死

が 9割近くを占め、年代別では 60歳以上の高齢者が半数以上を占め

た，また、負低者は I4,679人であった。

阪神 ・淡路大震災死者人数 6,055人、うち兵庫県内 6,016人

(8月 1日現在）
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2 3Jj人以上の 1 家脳の倒壊、焼失などにより、ヒ ー゚ク時には学校、体育館、公園などの

避 難者 599箇所の避難所に 23万人を越える市民が避難し、長期問にわた

る避難所生活を余｛義なくされた。 これに対処するために公的住宅の空

、求を含め、 33,621戸の仮設住宅が建てられた

建物の倒壊と火災 I倒壊家屋は、既成市街地を中心に全壊 54,949棟、半壊 3 I, 7 

8 3棟に及んだ特に、束灘・灘区の摂津本lll駅・ 六甲道駅周辺及び

須庖区・長1且区南部の木造家屋の多くが倒壊した。さらに、地康直後に

兵1求区・長田区など市内各地で同時多発の火災が発牛し、多くの家朕

Iが焼失したe （焼捐敷地面梢は 64 2, 2 l 5 rrf) 

各区の被r'恥：状況
—-·• —,--・一r口旱-・一・9.．...．．つ.-...．．..----● 9l -...• •~ • ----． 9 9 9 •— --←----- l ,．． ,’ ’ _ _,9 , - - - - -—-- - - ------•ー・

支晨li. i I~ tをI{ 兵世 1ん k [: K 屈岳 I{ 名・秘・因k: A :i 食 月6i

I £.:t I, 411}、 905人 228A 508~ 876A 364)、 24}、 1,319人 7/L4 

令壊 11, 171袋 I 1,693戻 4, 947~ 8,374培 12, 51fi棧 6, 0'12校 207せ 54,949桧 4/1-1 

半捻 3,098伎 3, 559綬 3,'120栢 4. 42 2役 4,994棧 1,093稔 8, [97閑 31,783杖

令焼 326‘t 462{ 68投 1, 084食 3,986役 I, 127咬 8校 7,06L戌 4 / 1 4 

半焼 1 54瑣 102杖 47校 13~ 87杖 22校 6ij 33 1~. 

L} ll |19L. 7 16 | 124. 538 | 1 1, 195 | l l 7, 558 | l 29, 978 | 188, 949 | 656, 431 | l, 520, 365 | l/l 

（裳災llli)

ライフ ラインの捐仇 I 水道、ガス、t彰気など生括にイ誼I欠なライフラインのすべてが ..ン作に

被‘；杯を受けた"また、鉄道、地下鉄の損偽や逍路の橋脚の崩坂などによ

り交通機関が途絶するなど、 llil<•生活はさよざまな面で大きな制約を

受けた なかでも断水の影幣は大きく、長期間にわたって給水叩こ艮

Iし、行列ができたまた、道気、ガスも使）廿1できず炊屯暖犀風吊など

11々の生活はイ泊 11]を極めたが、令囚からの応援と各関係機関の懸命

な努力により順次復Illされていったc

[ i竺

ライ フラインの被‘,!；状況と復11・1状況

二＿
I水道

被‘内の状況

供給65)J戸すべて断水

神戸Ili令域停，ti
約 78％が供給倅:11・. 

叫 舌 巾街地を中心に約 2(） ％ が1通

ロ荘 処 理 場、ポンプ場等の破捐

廃東位」 全クリ ーンセンターが辿転停 I I•一

r
-11H
II

□ロ

一

1
1
[
1
1

〗
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(2)教育関係の被害状況

①児箪生徒、教職員

の被害状況 1 り碑I且砂死者数 6 4校固 1 7 8人

直閑 1 ;l二？人 1]]［| 屈1校 ・〗十翌枝
教職員の死者数 I I人

^ -， I. l ri1• 

I 7 8人

②学校園の被‘fi-了・ 被古を受けた 29 5校園のうち、中規模以上の被‘'杯を受けた 50校園

（延べ66学校園）の内訳は、次の通りである＂

①被岩が甚大で建替えを必要とする学校園

②大規模改修］→事を必要とする学校l~l

③中規模程度の改修を必要とする学校園

（仮設教室の建設 6 0校園

2 1校園 27棟

10校1点IIO棟

3 5校園 、17棟

5 6 5教室）

③ 社会教育施設 ・体育施設 ・文化財の tな被料

市ヽ 、［博物館

小磯記念美術館

占？少年科学館

姉人会館

9 | ［央図i-F館

．． ー．1,匂図，1::館

klllf,(1,1沌：節

ホー・lヽー（イうン I・・ヽ スホ ーツt’ンタ··•

I 
ポー1`.rィうン 1、 ·•ホール

中央体育館

l .. : r・スホ ーツセンクー

I 
I文化財の被‘,杯

. Ii~指定 if(＇炭文化財

I ・県指‘I£屯’投文化財

玄IK1回り陥没、 Ill館と新館とのエキスIヽンシ3ン部の破拍、 地l‘•投水

アトリエ大展根瓦の破損、回廊朕剥離、 立伐lHii陥没

本館と新館の接合部分の破肌、建物外周部分の陥没、

給排水符の破損

吹、廊卜.、 トイレ亀裂 ・剥離、火）i：刹離 ・落いがうスケ・ース倒壊

（旧館） ‘i’・・壊、柱 ・附に断裂、外煎の屯裂、剥離

（新館） 屯動集密il}架府）州、淋架破狽、 l:，耀ii租裂

樅亀裂 ・剥離、ガラス破担、外収刷落、

柱の崩壊鉄筋激出、外脈断裂剥離、 irt架破担

施設外周部陥没、競技楊部分の沈ド、受水梢の破担、

了りーナ内スtーカー落ド、床1hi破拍、地 1、投水、施設外周部陥没

競技瘍船根損似、火井パネル落ド

競技場メインスタンド、観覧J！村の破捐、 テニスコー トfu.裂

111 J,’}留地 1• ・/i番館（倒壊）

風見鶏I)館（煉突落ド、｝登根担侶、峡而亀裂）

！りゆ＇iの節（煙突落卜.、｝う{+KI氏の悧傷）

太1J.1；乍本‘i:t.1 ; l•••1") （），t礎部分被‘,if)

納盛版 1-．．．．iTU芥 (h".rfi：以 l．．．が倒坂）

パ甲八幡神社（本：｝殷倒壊）

シュウエケ邸、ラインの節、ムーア邸、「"l邸、りti幻総会など ! ロ！揺j；伝統的建辿物

・――- - — ·· • ・--- - --•一・ー·-·-----·--」
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2 児章 生徒の被害 状況と支援活動

(J)被害状況と転出者数

幼児、児帷、生徒の死者 6 4校園 178人 （単位：人）

東灘 灘 中央 兵庫 北 長田 須磨 垂水 西 合計

幼稚園 3 1 4 

小学校 4 5 2 2 3 1 4 1 I l 3 l08 

中学校 2 2 6 2 I 6 1 0 47 

科・専 8 4 2 1 2 17 

盲 ．投 2 2 

計 8 0 28  1 0 l 7 I I 7 2 5 l 78 

転出者と

その後の復伊

転出生徒児猷数の推移（市外転出者の実数）

在節者数 市外転出人数と割合 復帰人数と復帰率

1/16現在 2/1現在 3/6現在 4/9現在 5/1現在

’ 
， 
， 

)、 人： ％ ,¥ ％ Itヽ'＇ ’’ ％ }、 ：． ％ 
’’ Ilヽ学：校 100,077 I J, 932 : 1 l. 9 8,385 8.1 6,656 : 65. 6 6,819 : 67. 2 

， ： ， ， 
， 

I 
’ 

， 

中学校 48, 470 I, 530 : 3. l l, 586 3.3 540 : 4 1. 7 !128 : -10. 7 ． ． ． ， ． 
’ 

※ 4月 91•I および 5 月 l 1:3の人数および割合は、小学校では 2年生

から 6年生まで、中学校では 2年牛と 3年生の数であるc，

復帰率＝（帰ってきた人数） 7 (2月 1H現在の転出者数一1.;人：業4・：数）

砂 7年度の小学 1年生は11,247人で、前年度より l,058人少なし、0

中学 1年生は、 15,725人で例年とほぼ同じである。

．

．
 

の

似

数

確

定
.~ 

,＇に職教 児it牛徒の転出に伴い、教職員追数を確保する ことが、大きな課迎

となったが、文部省 ・ 兵j求県教委の特別措憐により、 ‘I/•成 7 年度の

確保に,.,安をつけることができた。

l. Jよ準 H現在 (4月 9H) 転出児 t敦生徒について、 ・ー一定の復帰シネミ

を乗し、在籍するものとみなす措樅（政令改lE分）

2. 指定する学校に 「教育復興担‘」.1教員」を配附する措花t（特別）J11紅

分）

教職只定数の特別措骰

胃竺竺＿
I..…― I 

2 7 ! I,1 

t 'i|• _L 99 ロデ

憚．1-I，1::人）

計

I 3 5 
・ -

/I l 

I 7 6 
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(2)被災児童生徒への支援活動

学校を再開するに当たって、教科苔 ・学用品を整えることが急務で

あった。災害救助法に「学用品の給与」が定められており、 これに基

づく教科替や学用品の支給を行った。

また、全国から被災児童生徒等に対して、学用品の提供の申し出が

相次いだため、これらを一元的に受入れ、素早 く能率的に配布するた

め「学用品受入れセンターj を 1月 26日に設骰した。その受入れ、

整理、配布は3月 3 1日まで行ったc

①災害救助法に

凡づく援助

教科甚の配付

小・中学校の各学年ごとに指定教科害を確保し、 学校からの報告に

基づき、 2月 5日から学校ごとに必要数を配布した。 (3月 2Iオ配布

完了）

学用品の配付

小学校につしヽては、 l ・ 2年生、 3・4年生、 5・6年生に区別し、

中学校についてぱ 3学年共通で、ノート ・鉛筆 ・手提げカバンなどの

学用品をそろえ、 学校からの報告に屈づき、必要な学用品セットを配

布した。

配布人数

小学生

：口：II: ；: : ：只
中 学 牛

5, 9 :1 6人

7, 8 8 2人

合 ji• 

I 7, 2 5 6人

2 4, 4 5 1人

短期間で大僅の教科苫 ・学月］品を調達するのに、相当の労力を要し

た。 また、教科甚の配付に‘りたり、市内の取り次ぎ困店の倒壊など通

常の配付Jレー トが利用できなかった。

②学月j品受人れ

センターの設岡

1月 26 H 学用品受人れセンターを設附

（神戸市ヶヽ：中央体育館 第 1 • 2体f.f4{）

2月 18 1~1 手狭になったため 「第 2学用品受人れセンター」を兵即

勤労悩祉センターに設樅

配付対象児碩牛徒等数

幼稚園児 4,58  3人 ,1::j校生 7 ， 107人

小学生 3 L, 5 47人 盲•投護 I 28人

中学生 1 4, 6 5 4人 外国人学校生 3 9 7人

＾ 
ti I・ 5 8, 4 l n人11 

広範囲にわたる被災であったため、配付に際して、迅速な対応が取

りにくかっにまた、 被災したf供の数の把握、その必要品「-lなど、

状況に応 じた対応が取れなかった。

提供を受けた品が、文房具に集中 したため、品 lIによっては過剰に

なった。その反血、家庭科セッ トや淋道セットなどがイサ足 した，、
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配付内容 1 ・ 大量にあったもの( -•人あたりにした数紙）

③就学の-F続き

ノート類 I L. 7冊 消しゴム 5. 8個

鉛筆 3 l. 0本 シャープペン 5. 0本

・少なかったもの（一つについての人数）

家庭科セット 7 I. 3人 絵の具 4. 9人

苫道セッ ト I 4. 0人 運動靴 2. 7人

・同じ文房具でも、コンパス ・分度器などの数祉が極端に少なく 、希

望に応じることが出来なかった。

市外、県外への避難や疎開のため、住民登録を移動させず一時的に

他校に転出する児童生徒数が膨大な人数になった。そのため、従来の

制度を最大限活用するとともに、 国 ・県からの通知もあり、保護者の

意向にできるだけ沿えるような弾力的措樅を講じた。

具体的取糾 I 住民登録がなく、実際の住所がある校区での就学を許可し、学籍の

④就‘・財援助

移動を行う「仮入学」の手法が従来からあり、これを最大限活用し

た。

市内での移動については、 セとして原師校に学籍をおいたままで、

4]寺的に他校に登校し学習するという特別措骰を行った。

仮設住宅の人居については、当該住宅の所在する校区の学校を指定

校とした。ただし、原籍校に引き続き就学を希望するものについて

は、通学上の負担等を考慮した．七で、原籍校の校長の許可があれば、

例外的に校区外からの通学を認めた。

国、県からの通知や指達もあり、従来の学疫の援助制度を最大限に

活用して、家朕の全半壊や全半焼、保護者の死亡、屁期人院や失業等

の被災により、家庭の生活届盤が崩壊した児麻生徒に対して次の奨学

援助を行ったc

I.授業料等の免除

市立幼稚園、市立心澤学校につI,ヽ て、平成 7年 ］月～‘|’-成 8年 3

月の授業料（保育料）を免除したc

平成 7年度新人生の人学金（人1剥料）を免除 したc

2．就学援助の特例的適用

平成6年度の小学校・中学校の在校生に対して、通常の手続きに

よらずに学）罪費 ・人学準備金及び平成 7年 1月～ 3月の通学定期

を支給した。

3.特例奨学金

平成6年度にhi等学校に在籍する生徒に対して、所得の多少にか

かわらず、高等学校卒業までの奨学金の支給を特例措置として行っ

た，、
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就学援助等

対象者数

⑤ホームスティ

相談センターの

開設

申込み

希望状況

対象者数（平成6年度実績）

1市立幼稚園保育料の免除

2市立高校授業料の免除

3就学援助の特例支給

①学用品費 ・

入学準備金

（）内：平成5年度実績

544人／ 3,112人 17.5% (9. 7%) 

3,843人／10,637人 36.l % (L3. 2%) 

小学生18,907人／ 99,803人 18. 9% (7. 3%) 

中学生10,832人／ 48,426人 22. 4% (7. 1%) 

計 29,739人／l48,229人 20.1% (7.3%) 

②通学費 小学生 99人中学生 257人計 356人

4特例奨学金公立校 3,263人私立校 1,709人 i'tt4,972人

被災し、落ち着いて学習する環境を失った児童生徒（小学生から高

校生）を温かく見守り、学習環境を提供しようという家庭を慕り、ホ

ームスティを希望する児童生徒を紹介することを目的に「ホームステ

ィ相談センター」を 1月 27日に開設し、 2月末まで受付を行った。

また、募集する以前から全国から多くの申し出があった。

ホームスティの受入れ希望の中には「里親」 「貸家」 「就業」 「1廿

体で」といった内容のものがあり、混乱もあった。

多くの善意の呼びかけに対して、実際に成立 したのは l4件と少な

かったc

ホームスティ受入れ希哨申込み件数

件数 2, 7 4 6件 人数 6'

県内 市内

市外

県外

'r 
.＂＂ 

合

212 

276人

4 8 7件 7 9 5人

1 8 2件 5 7 l人

0 7 7件 4' 910人

746件 6, 276人

ホームスティ希望状況

ホームスティ希屯 2 7件 3 I人
--------------------------------------------------------------------------
内 訳 成、'i: 1 4件 L 7人

辞退 l 3件 1 4人

（3) 学校園への連絡と支援

①通信手段 斗Z常時の教育委員会と学校の通信下段は、メ ールボックス (Iii役所内

設骰）、メ ールカーシステム、電話、ファックスであった＂ このうち、

メールボックスは、庁舎の破損で使用不能。 メールカ ーシステムは、父

通渋滞等で運行はイ勺可能であった"',む話回線ぱ、 1月27 IJに327校

園 (95%）が復旧したが、 2月下旬まで混線が続くなど通話状態が悪

く、 1[常に使用できなかった。

神戸の学校ぱ、防災無線などの設備もないため、事務屈の職且が、り1.

車、自転中、徒歩で文力を拠点校に運んだり、各区の幹事校長に連絡し、

1 「x：内の学校に連絡してもらうなどの方法をとらざるを得なかったこ
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マスコミの協力 I 震災直後の通信手段がなく、混乱した状況のなかで、マスコミの協力

が得られたため、非常時の情報伝達方法として効果的であった。その内

容は、次の通りであるが、情報途絶の中で休校措置をマスコミを通じて

知った校園長も多かった。

①学校の休校措謂 (1月 17日～ 1月 22日、全校休校）

②学校再開日と学校名（開校 2日前に広報）

全市校園長会 I 震災後最初の全市校園長会は、交通手段の関係で、 1月 30日 ・31日

の 2日間にわたって、 3会場で開催した。以後、 4月まで毎月 1~ 2回

開催し、災害復旧の情報や方針、就学事務、奨学金、児童生徒数の調査

等の通知や調森．が山積するなかで、効果的な伝達手段となった。

携帯這話 I這話回線が混乱するなかで、 1月 30日に全校園長に携帯電話を貸与

し、飛躍的に通信機能が確保された。

また、避難所となった学校のうち、 35校では、学校や教職員、ボラ

ンティアの持ち込んだパソコンを活用して、尋ね人や救援物賓の在庫状

況などの情報交換を行った。

②組織対応 I 教育委員会事務局は、 1月 ］7日午前 7時に神戸市災杏対策本部学校

部を設骰した()

教育長を本部長として、学校の被害状況を把握し、安全点検を行うと

ともに学校を避難住民に開放するよう指示し、以後、対策本部学校部内

に必要に応じてプロジェクトチームを編成し、学校の支援や教育活動の

早期再開に向けて対応していった。既存の防災組織は令く機能しなかっ

たと呂える。

[ l月 24日］

①総括 ・広報プロジェクトチーム（総務部長）

②学校園改修プロジェク トチーム（総務部長）

③学校園再開プロッジェクトチーム（指・淋部長）

④避難住民プロジェクトチーム（社会教育部長）

同プロジェクトチーム内に「学用品受人れセンター」を設附

這）区支援プロジェクトチームを新設（同和教存全長）

[ I月 27 IJ J 
避 難住民プロジェクトチーム内に「ホームステイ相談センタ ー」

を1胤没

学校支援 I 学校 教育活動の早期再開には、避難所運営に携わっている教職 員の負

担を軽減していくことが、きわめて重要となった。

総 務 ・広報プロジェク トチームは、市務屈の行政職員、指導ヤ事を‘‘芹

校に派遣し、避難所運営を支援した。 1月 26 I ~ から 3 月 3 1 1-=Jまでの

. ti]に、 昼間延べ2, 1 8 5人、夜間宿直延ぺ l9 -1-人を‘りたらせた。

ヤ務局の派造職員ぱ、主として、校長、教頭の避難所運党や学校怜理

の負担を軽減するものであった。 -・＿方、 教職員による学校間の相 li支援

も行ったが、これは教職員の負担を軽減するものであったc
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3 学校施設 ー 設佃の被害と再建

(1)施設設備の被害状況

平 成 6年度の神戸市立学校園数

小学校 1 7 3校 中学校 82校（他、分校 2校）

私等学校 l 2校 幼稚園 71園 盲・逹護学校 6校

麻等専門学校 1校 合計 345校、分校 2校

阪神・淡路大震災における学校園の被害は神戸市全域にわたっている。

しかし、今回の地裟が直下型地娯で、限られた地域が非常に強く揺れたた

め、その被害程度は神戸市内でもかなり差がある。

被害が大きかったのは、東灘区・灘区・中央区・兵庫区 ・長田区 ・須磨

区南部等の六甲山以南の市街地で、一方、垂水区・北区・西区の被害は小

さかった。

建物の被害判定 1 今回の地震による建物の被害調査は、応急的なものも含めて幾度か行わ

れた。そのうち神戸市公共建築物震災調査会 （神戸市住宅局他）による

楕造判定調査の結果 (2月24日付）は次の通りである。

建物被害状況

炉笞ランク 内 合六 校園・棟数 比率(/345贖）

A 建替えを必要とする棟 2 1校園 2 7棟 6. 1 % 

B 1 構造補強など大規模改修工事を保う棟 1 0校園 1 0棟 2.9% 

B2  中規模程度の改修工事を伴う棟 3 5校園 4 7棟 10.1% 

合計 5 0校國 延 66校園 8 4棟 14.5% 

上記の他に、擁壁等に大きな被害があった学校園は 58校園、また、

プロック塀の倒壊、天井の落下、電気・給排水設備の故障等も多く、

阪神 ・淡路大震災で被害を受けた学校園は、全 345校園の 85％にあた

る 29 5校園に達した。

．．．．．｝ X ：被害うンク［A]（建替えを必要とする21校園）分布

r・~1...と ... 
・ ・． 滋；紐．． ．．． ．．・・

¢98•......"·.....,--...... _...,·· 、ア・•...．
...・．．．心·······~·. { e...... ．’•、 r. t, ．、

「ヽ．．．．．．．
...”-••ー・ -`-••-... 

. ...x ',,..ぶ・ら ．I ‘̀ - ...... --' 

t.．7.．ヽ··...．．m..．--••..,..-9...-fr··'•···········:.:/,..-’ 
:。•-. ~ ・{......... （；●、・ '.1 、1. ＼．．¢ ¥ 
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〇は幼稚園、小・中 ・高・養護打を示す ］

． • ・・ ・.. 
．
 
．
 

＼ .. ． 
， 

区〉、
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建築年代と被宮状況I被害のあった校舎について、建築年代を『せん断筋補強』が告示され

た昭和46年および『新耐裳設計基準』が適用された昭和56年を区分の某

準とし、 10年を 一つの世代として 5世代に区分すると、新耐康設計基準

が適用された昭和56年以降のものが、最も被害が小さく、昭和36~45年

に建設された校舎が大きな被古を受けていることがわかる。

建物・世代別被災状況． 
神戸市 被災[A] 被災[Bl]

~S25年 0. 9 8. 9 

S26~35 5. l If. 7 

S36,.._.,45 8. 2 5.」

S46~55 0. 8 2. I 

S56年～ 1. 0 
I 

計 l. 8 3. 0 

被災[B2]

4. 2 

1 1. 0 

1 6. 0 

6. I. 

2. 9 

6. 7 

（単位 ：％） （該当する年代に
9 , 

被災［全］

l II. 0 

2 0. 9 

2 9. 3 

8. 5 

:1. 9 

I L. S 

建設された校舎

全面栢をもと に

鉢廿I)

グラウンドと塀 1 グラウンドの被害ぱ全校園の 60％にあたる 20 7校園で兄られ、そ

の状況はクラッ ク、液状化、部分陥没、 ;f15分11条起などである，，また、校

舎出人り 11付近の地盤の破捐も多数見られた。

塀の被害についてぱ全校園の 55％にあたる 19 I校園で見られ、そ

の状況ぱ角裂 ・傾斜・倒壊などで、材質としてぱ鉄筋コンクリート ・鉄

筋プロックに被‘r杯が人きく、小さかったのは生け坦によるものであった。

施設・「．作物被災状況 学校プール被＇ r杯状況

校園数 比平（％） 設 樅校 2 5 7校 比半（％）

グラウンドの破狽 207 6 0. 0 使川不能校 4 4 I,. I 

校令出人り 11付近の地盤 2 16 6 2. 6 要補 修 校 8 2 ;3 I. 9 

I1塀の.破肌

学校プール

佼令内の施，没

1 9 l 5 5. 4 要修紐校 II 11 l 7. I 

被 ‘,t;：なし 8 7 _J :1 3. 9 

滋災に伴う学校ブー9レの被布もしの表の通り 人`きく、 水槽角裂、 給排

水怜破裂、全体傾斜といった被寅が起こっている。

校舎内の施設の1；な被‘}嘩Hと被‘it；:状況ぱ次の通 りである，

施設被：杯状況
「- ---- -

校園数 箇所・ 勺Lら： l 

！火）1:.)米の破担（将通教室） 5 ．． 1 3 0 6 
- ------2万".r1．． ← ~ 

！ 犬井•印）破捐（特別教程） 6 8 , 
I 
I天）1：破担イ戸戸・駁体） 1］エ］二豆圧二|
窓ガラスの破担枚数 ! 2 0 S ，約 4,100枚 I

防火庫が閉まっていた 1 1 1 5 

I 
7 4 5 

渡り廊ドが通れなぃ ― 1 :/ロロロロ］
非常階段が通れなし、 9 | 1 4 1 校舎出入り日が通れなしマ十一··-5了—+． ． - -•_.g•5 廿

.1 | _＿j 
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腐架受水槽にも大きな被宙があり、給水できなくなったものは、 神戸市

全域で 36. l%、東灘区では60. 7％にもなっている。 プールの被害 と

合わせて、消防用水、 トイレ等の生活用水の確保、避難所となった際の飲

料水の確保という観点から、何らかの施策が必要である。

設備の転倒・落吋 転倒および落下した設備の全市、束灘区（建物の被宮が最も大きかった）

の状況は次の通りであった。安全確保の観点から今後の対応が課題である

転倒 ・落下の多かった設備

神 戸 市 東 灘 区

被災数 市内全数 率 （％） 被災数 区内全数 率（％）

テレビの転倒 2 9 6 5 6 5 6 S. 2 9 2 6 2 :3 I 4. 8 

テレビの落 ド 1020 
＂ 

1 8. 0 203 II 3 2. 6 
,.---• •,—•• ■---

OHPの転倒 l 5 6 2892 5.-1 ,1 6 278  J 6. 5 

OHPの落ド 2 l 9 ＂ 7. 6 4 5 ＂ 
I 6. 2 i 

-～一ト•

コンビュータの転倒 3 6 l 3007 I 2. 0 38  5 0 0 7. 6 

コンピュータの落I‘• 5 9 7 
＂ 1 9. 9 2 2 6 ＂ 4 5.2 

I 

ミシンの転倒 1 7 6 3 7 3 7 11. 7 4 5 3 9 4 I I. /J 

ミシンの落ド 9 6 II 2. 6 2 1 II 5. :3 

梢掃用ロッカーの転倒 l 2 8 7 6 8 6 5 I 8. 7 3 9 2 6 8 I 5 7. 6 

理科薬品棚（庫）の転倒 1 1 7 7 6 2 .l 5. 4 3 7 7 7 4 8. I 

ピアノの転倒 ・倒壊 4 6 9 8 5 4. 7 I 9 l 3 /J I -1. 2 

軍要又紅保管庫の転倒 129  6 7 3 1 9. 0 36  7 4 IJ. 8. 6 

服け負用机の転倒 4 J 0 J O 6 T 3 3. 8 2 2 6 l 2 2 6 1 8.,1 

井棚の転倒 I 2 6 /J 5 3 3 5 2 3. 7 4 5 0 8 5 3 5 2. 8 

コピー機の転倒 3 3 3 5.4 4 4 1 9. 8 l 8 1 
1.  ~. 

..-- •一
印刷機の転倒 2 9 4 J 4 7. 0 8 5 5 1,1. 5 

図共節忠架の転倒 8 1 8 3 2 2 1 2 5. 4 1 3 7 3 4 4 :1 9. 8 

冷蔵眼の転倒 8 6 I O I 2 8. 5 ,1 3 I,1 6 2 9. 4 

給食設備の被：r朽

if(lt1:の大きな叩要文11:l保約庫 (600kg以,~．)は、床の補強がなされて

しヽるが、床破相及び本体の倒壊 ・転倒が兄られた。 また、ピアノにつし、

てぱ、イ ンシュ レーダーを付けていたものは移動せずに足が折れて転倒、

付けてし 、なかったものぱ移動 しているものが多く 兄 られた｀

また、教屯内では蛍光灼、 時計、額緑等の落卜が多く、 机・椅｛が教

布の端や中央に移動 しているのも多かった。

給食設備 の 被店は、使月圧能、修理必要なものが20~3(）％(/）＇lf1J合で出

．てし、な 11!j題は、避難所となった際に炊き出 し咋に利用できなくなって

I し、ることであった＾
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ライフライン ライフラインの復旧状況は、関係者の懸命の努力により、電気、電話

がまず復旧し、上水道は 2月で 9割が復旧した。水の確保は今後の防災

計画上また、学校教育活動の再開にとってもきわめて童要な課題である。

学校園ライフラインの復旧 （単位：％）

1/17 2/1 LO 20 3/l LO 20 4/1以降

稼蘭謹 40 50 60 70 80 90 100(2/24) 

電 気 60 90 I 00 (3/28) 
------------------------------------------------------------------------------------------
電話 60 90 100 (2/21) 
--------------.. -----------------. -----------------.. ------------------------・---------------
」・：水道 20 30 50 60 70 80 90 100 (6/16) ---------

呵•螂~疇• - - ... ＿ ＿ ＿ ＿-----------------------------------------------------------------------下水道 40 50 60 70 80 90 LOO (6/5) 
--------- ---------------------------------------------------------------------------------
ガス 30 40 50 60 70 80 90 100(6/30) 

※実態調杏に払づく

(2) 学校施設再建への取り組み

教育活動の再開に併せて取り組まれた施設再建に関する I`ぃ：柄ぱ、

①安全点検と応急措骰

②学校園改修計画の策定と実行

③仮設教室建設

の 3点であったつ以下、施設再建に向けての取り組みの進捗状況である。

1月17日

学校の電気 ・道話の復lHJこ事開始

l)］ l8 [．l 

現地調森開始

被害の小さかった北区 ・西区を除く神戸 市ヽ＇： 学校園に対し、被布状況

の現地調査を開始した。調在は教育委員会事務局職員が 2人 1糾で現地

をまわり 、 3ii間で｝は検し、ヽ ｝：人禁Jt等の応急的な措渡を行った．2

以降、縦続実施

| l月19tl 

神戸市住宅局常紐部と協力 し、 次の[1的のも とに窮 1次調査を尖施

| ．2次災害の防JJ-.

I 
1 ・施設の使用 i,団の判断

I 
校令および擁墜等の応急復IIJ「事開始

I 

l) l :｝ l f-J 

文部省応怠危険度判定調介間始 (~2月 3H) 

I 被災した建物の危険性判断、余康による こ次災‘i；の防止、応急復lfl、

i 被災度区分柑liど賓料作成、 学校園との調整等を HI,t':)と して実施3

I 
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2月 413 

政府現地対策本部に、仮設校舎建設についての国庫補助制度を要望

2月 7日

神戸市住宅局営繕部による教育施設対象の第 2次調査開始 (~2月10日）

第 1 次調査に引き続いて、施設の被災度を統—的かつ客観的に判定し

復旧工事の設計及び施行を的確に進めていくことを目的として、第 2次

調査を開始した。

これに先立って、調査結果の信頼性を高めること等を目的として『神

戸市公共建築物震災調査会』 (2月6日、神戸市住宅局内に設隧、学識

経験者、国 ・市職員等172人で構成）が設樅された。

2月 9日

臨時プレハブ教室の発注開始

校舎が被災または避難所となり使用不可能となっている学校を対象と

して、教育活動を早期に再開するために臨時プレハプ教室（仮設教室）

の発注を開始した。

第 1次発注 3 I校園 363教室

・校舎応急修理・解体等の作業状況 ー 2月 9[1現在一

解体．—.r事袴L校園 1 3校園

解体予定校園 I 0校園 叶 23校園 61棟

2月16日

仮設教室の建設始まる。

最終的には神戸市で60校園('56 5教宰）、眼全体でぱ 93校に建設

2月24H 

全学校園が学校教育活動再開

3月6日

文部省現地調査（仮設教宅 ・備品関係） （～ 3月2l fl) 

4月25日

文部省・大蔵省現地調査開始（施設・設備関係） （～ 8月末）

I 神戸 市教育委餞会は、大規模被害 についてぱ平成 7年度を初年度と

・ し、原則 3年間で事業の早期完了を目指し、中規模以ドの被害にとどま

った学校園の補修r．．中は原則として、 ‘V成 7年 8月末を目途に］事を完

-（するよう努めることとしたs

6月291 

梅雨時における大雨等による 二次災古対策につし、て通知

I 防災指令時、気象情報伝達時、避難勧告発令II寺等の対応の確認および

二次災害の発生により避難所になる可能性がある学校園 (77校園）の対

応'!序について通知した。
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(3)検討課題

①建物

6月 9日

神戸市公共建築復興基本計画検討委員会設置・

震災による建物被害の原因の検討、今後の公共建築物の計画及び構

造的なあり 方に関する基本計画及び計画指針についての調査研究を目

的として設置（神戸市住宅局） 。

6月30日

神戸市復興計画策定

阪神・淡路大震災で被った甚大な被害から、市民生活と都市機能を

-11も早く回復し、 21世紀の国際都市神戸にふさわしい復興を図る

ことを目的として策定されたC （日標年次 2005年（平成 L7年））

7月191::1

仮設 教挙の撤去開始

避難所の解消等により、教室が確保できた学校では、仮設教宰の撤

去が開始された。

I 神f•i,ii公共建築物の被害分布を見ると、 河川の氾濫等で形成された地

域である下石地楷で被‘れが大きいことや、粘・・ヒ多質地帯では倒壊が目立

っていることがわかる。埋立地では液状化等の被内は多いが、建物の被

91おは比較的少なl,ヽ 'n

学校施設に関してぱ、昭和56年に改定された新耐震設計基準が適用さ

れた施設の被害が非常に少ない。

建替校の幣備には「公共建物の安全基準」等の付加的基準を構造 ・エ

法両面から検討することが必要である。 また、既存の建物についても

耐裳度調森を実施する必要があるっ

②施設・設備 ！ 被 '1杯状況を見ると、窓ガラスの被';りが比較的小さい。 これは、窓枠が

1固定式でなかったことが釦ヽしてし、たと思われる。 •力、多くの設備の
I 転倒・落ドが l'Iゞ［つ，，これらにつしヽては、固定などの 1・人が必要であるタ

I 狸科薬品廂につし＼ては、 それ I’•I 体が転倒してしヽるだげでなく、 戸が開い
Iて柴品が散乱している状況もかなり見られたc 薬品棚ぱ固定し、いは開

き戸でぱなく、り1陶ヽ戸を採用すべきであろう.:, 薬品庫の収納方法にば

I ［．．火が必要である、1

l 塀の生け垣化は開かれた学校づくりとも相まって、今後取り組みを進

Iめてし、＜べき課題であるし

j麟難経路 l防火扉が閉 まってし、る、渡り廊卜が通れなし、、非常階段が利）i•i できな
1し、、校舎出入り 11及び付近の地盤が破損している等の被宮がかなり兄ら

I れてし、ることを考えると、避難経路が — •つ しか考えられないような状況

i：北改坪を要する U
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③防災拠点と

学校

通信システム

④復興計画と

学校園

⑤地域防災拠点

学校園は大災害時においてぱ一時的な避難所となることは避けられな

い。また、児蘇生徒が学校にいるときに発生すれば、状況にもよるが、

学校内から出ていかない方が安全である場合も想定できる。今後、学校

内に食料・防災資材等の備蓄を考える必要もあり、また、避難所として

も活用できる多目的ホールや空き教室の利用も考えていく必要がある。

今回の震災では、被災後の避難所と災害対策本部との情報の途絶が大

きな問題となった。避難所となった学校園においてパソコン通信を情報

伝達手段として利用したのは約 1割 (35校）であった。今後、複数の

情報伝達システムの整備を検討していく必要があると考える。

神戸市復興計画の中で、学校園は地域防災拠点の一翼を担う施設とし

て位置づけられている。災害時にも、児童生徒及び地域住民の安全を確

保し、避難者が自立した生活を送ることができるように、避難生活に必

要なスペースの確保、情報の受発信、飲料水や食料などの提供を行うこ

とのできる施設の整備の検討が必要である。

地域防災拠点施設としての検討課題ぱ次の通りである，9

学校等の防災機能の強化

［耐震性の向上］

・建替校の整備には「公共建物の安全基準」等の付加的基準を適用

・耐裟度調査の実施

［多1打1的ホールの設置・空き教室の活用］

• 平時ぱ生涯学習の楊として、災害時ぱ避難1所として活用できるよ

う拡充整備を図る

［学校プールの活用］

・耐裳性プール（ステンレス、 FRP)の整備

・消防用水、 トイレ等の生活用水としての活用

防災公園と休となった学校幣備

施設の空きスペースを活用した簡易防災資材の備裕

受水槽の耐震性の強化

・直JJ~方式または直l一千と受水槽の併用方式の；拌人の検討

白家発屯器の設i骰

情報伝達システムの整備

塀のフェンス化 ・牛け坑化

体育館 ・講常等の天井耐痕性の強化ートラス構造の採Jfj^序

設価 ・備品、^序の転倒防1卜等の危険防l上対策の検討
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